注記（一般会計財務諸表）
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１．偶発債務
（１）債務保証または損失補償に係る債務負担行為のうち、履行すべき額が未確定なもの
主なもの
[image: ]（２）係争中の訴訟で損害賠償請求等を受けているものの中で重要なもの
	項目
	訴訟内容

	損害賠償請求事件
	①　原告らは、刑事事件で有罪判決を受け服役中でしたが、再審で無罪判決が言い渡された者及びその家族です。原告らは有罪判決を受け服役することとなり精神的苦痛を被った等として、平成２８年１０月５日に大阪府ほか１名に対して、
連帯して総額１億４,４０４万８,５４０円の支払いを求め提訴したものです。
②　原告は、刑事事件で有罪判決を受け服役中でしたが、再審で無罪判決が言い渡された者です。原告は有罪判決を受け服役することとなり精神的苦痛を被った等として、平成２８年１２月２０日に大阪府ほか１名に対して、
連帯して総額１億４,５９７万５,００６円の支払いを求め提訴したものです。




２．追加情報
（１）固定資産の減損の状況
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（２）利子補給等に係る債務負担行為の翌年度以降の支出予定額
主なもの
[image: ]

（３）繰越事業に係る将来の支出予定額　

	区分
	金額

	
繰越明許費
	百万円
28,828

	
事故繰越
	
13　

	
合計
	
28,841　



　　　主なもの
       繰越明許費：津波・高潮対策費3,020百万円、ダム建設費2,491百万円
　　　 事故繰越：公共職業安定所施設売却関連事業費　13百万円

　　　　　
（４）一時借入金の実績額等　
	月別
	借入現在高

	
平成29年








平成30年
	
４月末現在
５月末現在
６月末現在
７月末現在
８月末現在
９月末現在
10月末現在
11月末現在
12月末現在
１月末現在
２月末現在
３月末現在
	百万円
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0




（５）その他財務諸表の内容を理解するために必要と認められる事項
　　○　大阪府の新公会計制度における地方債残高については、毎年度の元金償還相当額を公債管理特別会計に移し替えて表示するなど、各会計別の実残高とは異なっています。なお、本会計の実残高は5,366,090百万円です。詳しくは、公債管理特別会計の注記「地方債残高及び減債基金の表示」をご覧ください。
  　○　財政運営基本条例第20条の規定に基づき、28年度決算剰余金について、その1/2を減債基金に、残余を財政調整基金に編入しています。
○　大阪府道路公社の西日本高速道路株式会社への路線移管に関連し、同公社に対する出資金の額（91,115百万円）
を、南阪奈有料道路移管時（平成30年４月1日）に21,520百万円減額し、第二阪奈有料道路移管時（平成
31年4月1日）に19,578百万円減額して、50,017百万円とする見込みです。
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事項 期間 支出予定額

平成30年度出資法人キャッシュ・マネジメント・システム

による事業資金の借入及び貸付に対する損失補償

【一般会計・財務部・行政改革推進事業】

平成30年度

～

平成33年度

146億円の元本及び利子

平成29年度出資法人キャッシュ・マネジメント・システム

による事業資金の借入及び貸付に対する損失補償

【一般会計・財務部・行政改革推進事業】

平成30年度

～

平成32年度

146億円の元本及び利子

平成30年度中小企業向け融資損失補償

【一般会計・商工労働部・制度融資事業】

平成30年度

～

平成60年度

56億97百万円

平成30年度大阪府道路公社事業資金借入金に対する

債務保証

【一般会計・都市整備部・道路事業】

平成30年度

～

平成33年度

50億円の借入金の元金及び利子並びに清算金

平成2年度から12年度の大阪府土地開発公社公共用地取得

事業資金借入金に対する債務保証

【一般会計・都市整備部・用地事業】

平成30年度 36億54百万円

平成30年度大阪府土地開発公社公共用地取得事業

資金借入金に対する債務保証

【一般会計・都市整備部・用地事業】

平成30年度

～

平成34年度

71億85百万円

平成29年度大阪府住宅供給公社事業損失補償

【一般会計・住宅まちづくり部・居住企画事業】

平成30年度

～

平成41年度

51億29百万円の借入金の元金及び利子並びに清算金

平成28年度大阪府住宅供給公社事業損失補償

【一般会計・住宅まちづくり部・居住企画事業】

平成30年度

～

平成40年度

38億27百万円の借入金の元金及び利子並びに清算金

平成27年度大阪府住宅供給公社事業損失補償

【一般会計・住宅まちづくり部・居住企画事業】

平成30年度

～

平成39年度

46億57百万円の借入金の元金及び利子並びに清算金

平成26年度大阪府住宅供給公社事業損失補償

【一般会計・住宅まちづくり部・居住企画事業】

平成30年度

～

平成38年度

210億40百万円の借入金の元金及び利子並びに清算金

平成25年度大阪府住宅供給公社事業損失補償

【一般会計・住宅まちづくり部・居住企画事業】

平成30年度

～

平成37年度

6億40百万円の借入金の元金及び利子並びに清算金

平成24年度大阪府住宅供給公社事業損失補償

【一般会計・住宅まちづくり部・居住企画事業】

平成30年度

～

平成36年度

46億15百万円の借入金の元金及び利子並びに清算金

平成23年度大阪府住宅供給公社事業損失補償

【一般会計・住宅まちづくり部・居住企画事業】

平成30年度

～

平成35年度

6億50百万円の借入金の元金及び利子並びに清算金

大阪府育英会奨学金事業にかかる資金借入に対する損失補

償

【一般会計・教育庁・大阪府育英会事業】

平成30年度

～

平成33年度

324億82百万円の借入金の元金及び利子並びに清算金

平成28年度大阪府育英会事業損失補償

【一般会計・教育庁・大阪府育英会事業】

平成30年度

～

平成36年度

98億円の借入金の元金及び利子並びに清算金

平成23年度大阪府育英会事業損失補償

【一般会計・教育庁・大阪府育英会事業】

平成30年度

～

平成40年度

5億15百万円の借入金の元金及び利子並びに清算金

平成22年度大阪府育英会事業損失補償

【一般会計・教育庁・大阪府育英会事業】

平成30年度

～

平成39年度

12億24百万円の借入金の元金及び利子並びに清算金
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減損損失額

（単位：百万円）

福祉部 0

商工労働部 0

都市整備部 286

教育庁 1,964

公安委員会 0

計 2,250

福祉部 130

健康医療部 0

環境農林水産部 4

教育庁 0

計 134

福祉部 0

環境農林水産部 0

教育庁 0

計 0

2,384



主なもの

　一般会計

　　・池田北高等学校（土地）1,964百万円

合計

会計 区分 種類 部局

一般会計 行政財産等

土地

建物

工作物
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事項 期間 支出予定額

平成19年度産業立地促進事業費

【一般会計・商工労働部・立地推進事業】

平成30年度

～

平成33年度

28億50百万円

平成29年度企業立地促進補助金

【一般会計・商工労働部・立地推進事業】

平成30年度

～

平成36年度

３億65百万円

大阪府道路公社事業資金借入金に対する利子補給

【一般会計・都市整備部・道路事業】

平成30年度

～

平成42年度

24億74百万円

大深町（うめきた２期）地区防災公園街区整備事業費補助金

【一般会計・住宅まちづくり部・都市空間創造事業】

平成30年度

～

平成68年度

77億71百万円

平成2８年度うめきた地区土地区画整理事業費補助金

【一般会計・住宅まちづくり部・都市空間創造事業】

平成30年度

～

平成59年度

2億75百万円

大阪府住宅供給公社賃貸住宅建設等資金融資利子補給

【一般会計・住宅まちづくり部・居住企画事業】

平成30年度

～

平成31年度

2億67百万円


